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 本委員会は，地方公務員法第 26 条の規定に基づき，一般職の職員の月例給

について別紙のとおり報告します。 
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別紙 

報  告 

本委員会は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し，「令和 2

年職種別民間給与実態調査」において特別給等に関する調査を先行して実施し

た。その調査結果に基づき，本年 10 月 23 日，職員の特別給の支給月数を引き

下げる勧告を行った。 

その際，月例給に関しては，本年 8 月 17 日から 9 月 30 日までの期間で調査

を実施するとともに，その調査結果に基づき，4 月分の給与額について民間給

与との較差に基づき，必要な報告及び勧告を行う旨の報告をしたところである。 

今般，月例給に関する調査が完了し，その結果について，次のとおり報告す

る。

1 本年の月例給に関する職員給与と民間給与の状況 

(1) 職員給与の状況 

本委員会は，技能労務職員及び企業職員を除く職員の本年 4 月における給与

の支給状況を把握するため，「令和 2 年職員給与実態調査」を実施した。 

［職員の給与等に関する報告及び勧告（令和 2 年 10 月 23 日）1 頁 参照］ 

(2) 民間給与の状況 

ア 職種別民間給与実態調査 

本委員会は，人事院等と共同して，企業規模 50 人以上で，かつ，事業所規

模 50 人以上である市内の 420 事業所から層化無作為抽出法（注）により抽出

した 104 事業所について，「令和 2 年職種別民間給与実態調査」を実施した。

その中で公務に類似する 54 職種の職務に従事する従業員について，本年 4 月

分として実際に支払われた給与月額等を，詳細に調査を行った。 
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(注)  層化無作為抽出法とは，調査対象事業所を規模等によって層化（グループ分け）し，所定の

抽出率を用いて，これらの層から調査事業所を無作為に抽出することをいう。 

イ 調査の実施結果 

月例給に関する調査の完了率は，先行して実施した特別給等に関する調査

に引き続き民間事業所からの格段の理解と協力を得て，85.3%（調査実人員は

3,047 人）と非常に高いものとなっており，調査結果は広く市内民間企業の給

与の状況を反映したものとなっている。

本調査の主な結果は，次のとおりである。

（ｱ）職種別給与 

民間における本年 4 月分の事務・技術関係職種等に対する平均支給額は，

資料編 第 3 表（資-4～資-12 頁）のとおりである。 

（ｲ）初任給の状況 

新規学卒者の採用を行った事業所は，大学卒で 32.0％（昨年 40.7％），

高校卒で 18.8％（同 13.7％）となっている。また，新卒事務員・技術者

の初任給の平均額は，大学卒で 196,064 円（同 191,075 円），高校卒で

160,326 円（同 161,956 円）となっている。 

［資料編 第 4 表，第 5 表（資-13 頁） 参照］ 

2 職員給与と民間給与の比較 

職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査に基づき，毎月きまって支給

される給与（月例給）について，職員給与と民間給与の比較を行った。 

(1) 比較方法 

本委員会は，職員と民間事業所従業員の月例給に関し，前記調査に基づき，

職員においては一般俸給表適用者，民間においてはこれに類似する事務・技術

関係職種の従業員について，役職段階・学歴・年齢を同じくする者同士を対比
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させる「ラスパイレス方式」で，4 月分の給与額（注）を精密に比較した。 

(注)  毎月きまって支給する給与から時間外手当及び通勤手当を除いたものである。 

［資料編 第 2 月例給の比較方法（資-14 頁） 参照］

(2) 比較結果 

前記による比較の結果，職員の給与は，第 3 表に示すとおり，民間の給与を

90 円（0.02％）上回っている。 

第 3 表 職員給与と民間給与との較差

(注)  1 民間は，事務・技術関係職種の従業員のうち，本年度の新規学卒の採用者を除く。 

2 職員は，一般俸給表適用職員のうち，本年度の新規学卒の採用者等を除く。 

3 民間給与は，ラスパイレス方式により算出。 

3 諸情勢 

(1) 物価及び生計費 

総務省統計局による本年 4 月の新潟市における消費者物価指数は，昨年 4 月

と比較して 0.2％減少している。 

また，本委員会が同局による家計調査を基に本市における標準生計費を算出

したところ，2 人世帯では 132,120 円，3 人世帯では 150,220 円，4 人世帯では

168,320 円となっている。 

［職員の給与等に関する報告及び勧告（令和 2 年 10 月 23 日）資料編 参照］

(2) 人事院の勧告等 

人事院は，本年 10 月 28 日，国家公務員法等の規定に基づき，国会及び内閣

に対して，一般職の職員の月例給に関する報告を行った。 

その概要は，別記（5 頁）のとおりである。 

民間給与 

（Ａ） 

職員給与 

（Ｂ） 

較 差 

（Ａ）－（Ｂ） 

360,414 円 360,504 円 △90 円（△0.02％） 

-3-



(3) 国及び他の政令指定都市との給与比較 

総務省の平成 31 年地方公務員給与実態調査によると，国の行政職俸給表(一)

の適用職員の給料額（基本給）を 100 としたラスパイレス方式による本市の一

般行政職の水準は，98.8（政令指定都市平均 99.9）となっている。

第 4 表 職員のラスパイレス指数の推移 

平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

99.0（18） 98.6（19） 98.8（19） 

(注) （ ）内は政令指定都市 20 都市中の順位 

4 本年の月例給の改定 

前記 2(2)のとおり，本年 4 月時点で，職員給与が民間給与を 90 円（0.02%）

上回っていることが判明した。従来から，民間給与との較差が小さく，俸給表

及び諸手当の適切な改定が困難な場合には，月例給の改定を見送っており，本

年についても，月例給の改定を行わないことが適切であると判断した。
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別記　　令和2年人事院の月例給に関する報告の概要


